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教員が子どもの能力の成長に与える影響について，多くの研究者や政策担当者がそれぞれ
の国のデータを用いて検証してきた。その一方で日本の教員を対象に行われた分析は非常
に少なく，子どもの能力の成長に教員がどの程度影響を持っているのかはよく分かってい
ない。本稿では日本のある自治体における個票データを用いた教員付加価値の推定を通じ
て，教員が子どもの能力の成長に与える影響について記述的に分析した。その際には，学
力のみならず学習方略や非認知能力並びに学級での子ども・教員間の関係性を対象にして
分析を行った。その結果として学力や学習方略に対して個々の教員の違いが与える影響力
は全体の標準偏差に対して 2 % から 5 % である一方で，非認知能力や学級での子ども・
教員間の関係性に対して教員の違いは子ども全体の標準偏差のうち少なくとも 13 % から
16 % 以上を説明しており，教員の違いは学力より非認知能力に対して重要である可能性
が示唆された。しかし，それらの推定された教員付加価値と教員の具体的な特徴の間には
強い相関を観察することはできなかった。

【キーワード】非認知能力，教員効果
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Ⅰ　は じ め に

　教員が子どもの能力の成長にどのように寄与し
ているのかという問いは，現代において教員付加

価値に関する研究として深化している。教員付加
価値とは教員が担当した子どものアウトプット

（往々にして学力を指す）の平均的な増加分のこと
であり 1），教員の質を計測した指標としてしばし
ば用いられる。多くの研究がこの教員付加価値を
どのように推定するか，または推定された教員付
加価値が子どもの能力の成長にどのように関係し
ているかを考察してきた（Kane and Staiger 2008；
Chetty, Friedman and Rockoff 2014a；Lefgren and 
Sims 2012）2）。それのみならず，実務面でも教員の
評価に用いようとする動きもあり，研究・実務両
面においては教員付加価値という指標は注目を集
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めている。
　しかし，学力以外の教育成果に対して教員付加
価値を分析した研究は必ずしも多くはない。教員
付加価値についての研究の多くは学力を対象にし
ており，非認知能力などを対象に教員付加価値を
推定し考察する研究は一部にとどまる（Jackson 
2018； Kraft 2019）。教育成果について多くの人が
最初に思い浮かべるのが学力ではあるものの，子
どもにとっての教育成果は学力のみに限られるわ
けではない。そして教員が子どもに与える影響も
また学力に対する影響に限られるわけではなく，
子どもとのコミュニケーションを通じて非認知能
力に対する影響を含め多様な影響を子どもに与え
うる。そのため，教員付加価値については様々な
教育成果を対象とした研究が必要である。
　また，教育システムや学校を取り巻く状況は国
によって大きな違いがあるため，海外での研究成
果を日本において適応可能かについては慎重な議
論が必要である。そのため，日本独自のデータに
基づく研究の蓄積は重要であるのにもかかわら
ず，日本の教員を対象にした研究は乏しいのが現
状である。例えば，国際学力調査を用いた教育生
産関数推定の文脈で教員の影響を分析する研究は
存在する（Hojo and Oshio 2012；Hojo 2012）。また
二木（2017）が日本における教員効果に関する数
少ない量的研究であるが，あくまで都道府県レベ
ルでの集計値に対する議論であり教員個人の教育
効果を分析するものではない。
　本稿では小学校の教員を対象にして教員付加価
値の記述的な分析を行う。その際には日本のある
自治体におけるすべての子どもと教職員を対象に
3 年に渡って行われた調査のデータを用いた。そ
の調査では，毎年 4 月に子どもに対する学力調査
と質問紙調査及び教員に対する質問紙調査を行っ
ている。特に，子どもに対する質問紙調査の中で
は非認知能力や学習方略に加えて学級の様子につ
いて尋ねており，本稿では学力に限らない多面的
な教育成果に対する教員付加価値の分析をするこ
とができた。
　結果として，学力や学習方略に対して個々の教
員の違いが与える影響力は子ども全体の変動のう
ち 2 % から 5 % であった一方で，非認知能力や

学級での子ども・教員間の関係性に対して教員の
違いは子ども全体の変動のうち 13 % から 16 %
を説明していた。しかし，高い教員付加価値を持
つ教員の観察可能な特徴を見つけることはできな
かった。すなわち，年齢や性別といった教員の観
察可能な特徴と推定された教員付加価値との間に
統計的に有意な相関関係はなかった。
　これらの結果は教員付加価値研究において次の
ような意味を持つ。まず第一に，非認知能力や学
習方略に対する教員付加価値のあり方を調べた数
少ない研究であるということである。管見の限り
セルフコントロールや自己効力感，学習方略に対
する教員付加価値を現代的な手法で推定した研究
は本研究が初めてである。第二に，日本における
現代的な手法による教員付加価値として希少な研
究になっているということである。その結果，非
認知能力に対する教員付加価値についてアメリカ
における研究と同様の結論を得た。ただし，より
バイアスが少ない推定の必要性や子どもの長期的
なアウトカムに対する教員の影響など，日本にお
いては教員付加価値研究はさらなる進展を必要と
する。
　本稿の構成は以下の通りである。Ⅱでは先行研
究を概観する。Ⅲではデータについて述べる。Ⅳ
では推定結果について述べる。Ⅴでは本稿におけ
る結論を述べる。

Ⅱ　先 行 研 究

　教員の子どもの教育成果への影響についての研
究は古くから存在し 3），Hanushek and Rivkin

（2006）によればそれらの研究は 3 つの文脈に類
型化できる。1 つ目は労働市場一般における教員
の立ち位置（賃金や志望倍率）を用いて教員の分
析を行うものである。例えば日本を対象にした研
究である二木（2017）は，労働市場における他職
に比べた教員の人気度を用いて分析を行ってい
る。これらの研究では総じて，他の産業と比較し
て優秀な人材が教員になっていることが子どもの
成績を上げる可能性を検証している。
　2 つ目は教員の属性が子どもの教育成果に与え
る影響を分析するものである。ここで言う教員の
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属性とは，具体的には教員免許の有無や経験年数
な ど を 指 す。 近 年 の こ の 種 の 研 究 例 と し て
Jackson and Bruegmann （2009） やClotfelter, Ladd 
and Vigdor （2010） などを挙げることができる。
しかし，これらの方向性での議論では研究によっ
て結果が異なることが多く（Hanushek and Rivkin 
2006），研究間で一致して「有効である」とされ
るような教員の属性は見つかっていない。
　そして，3 つ目が子どもの教育成果に対する教
員付加価値を計算して分析する研究群である。教
員付加価値とは子どもの教育成果の成長に対する
教員の貢献を指した言葉であり 4），もとより観察
不可能な概念である。そのため，多くの場合は教
員ごとの教員付加価値をデータから推定すること
になる。しかし，この推定をどのように定式化す
るかについては必ずしも決まりきった手法がある
わけではない。近年は Kane and Staiger（2008）
に示された経験ベイズ的な手法を用いて教員付加
価値を推定する研究が多く（Chetty, Friedman and 
Rockoff 2014a；Lefgren and Sims 2012 など），これ
らの研究は総じて教員付加価値が子どもの教育成
果に対して一定の重要な役割を担っていることを
報告している 5）。
　加えて，学力以外の教育成果に対する教員付加
価値の研究には蓄積が乏しい。教員が子どもに影
響を与えるのは学力だけではなく，教室における
コミュニケーションを通じて教員は様々な影響を
子どもに与えうる。例えば Chetty, Friedman and 
Rockoff （2014b） では，良い教員は子どもの大学進
学率や将来的な収入，貯蓄率や 10 代での妊娠率
に影響を明らかにしていることを示している。し
かし，上述の研究をはじめ多くの教員付加価値を
扱った研究はテストスコアに対する付加価値を分
析しており，学力以外への教育成果に対して教員
が持っている影響力についてはよく分かっていな
い。数少ない例として，Jackson（2018）は子ども
の出席率や停学といった社会行動に対する教員付
加価値を推定し分析を行っている。
　更に，非認知能力と教員付加価値に関する議論
には教員の能力の多次元性という論点が存在す
る。すなわち，学力以外の教育成果を対象にして
教員付加価値を計算できるということは，ある教

員の教員付加価値は学力や非認知能力など教育成
果の数だけ存在することになる。そのため，教員
の能力は「良い／悪い」で表される 1 次元的な概
念ではなく，「学力について良い／悪い」「非認知
能力について良い／悪い」と続く多次元的なもの
になる 6）。このような教員の能力の多次元性につ
いて言及した論文として，上述の Jackson（2018）
では中学 3 年生という比較的高年齢の子どもを対
象に，認知能力と非認知能力の教員付加価値の間
の 相 関 が 弱 い こ と を 報 告 し て い る。 ま た，
Goldhaber, Cowan and Walch （2013） では米国ノ
ースカロライナ州のデータを用いて，小学校レベ
ルでの教員の付加価値の科目間相関を算出し，国
語科目と数学科目の付加価値相関係数が 0.7 程度
であることを報告している。しかし，非認知能力
についての研究がもとより少ないため，同様に上
述の結果がどれほど一般的であるかなどはよく分
かっていない。
　最後に，日本を対象にした教員の付加価値につ
いての研究は非常に少ないことについて詳述する
必要がある。国際学力調査を用いた教育生産関数
の推定の文脈で教員の影響を分析する場合は存在
する（Hojo and Oshio 2012；Hojo 2012）。しかし，
これらは教員の効果を分析することを目的とした
研究ではない。上述の二木（2017）は日本におけ
るある程度の規模のデータセットを用いた数少な
い教員効果に関する研究であり，教員の質が子ど
もの欠席率を減少させうるとしている。しかし，
あくまで都道府県レベルでの集計値を用いた分析
であり，個々の教員の違いを十分に反映できてい
ない可能性がある（集計バイアス）。

Ⅲ　デ ー タ

　本稿では 2016 年から 2018 年（調査は 2015 年か
ら行われている）にかけて行われた日本のとある
県 S における学力テストのデータを用いる。テ
ストは毎年 4 月に行われ，テストと同時に非認知
能力や普段の生活の様子を尋ねる質問紙調査を行
った。テストを受けた生徒にはユニークな ID が
振られ，経年で同一生徒を特定することが可能な
設計になっている。調査の対象になったのは，S
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県における政令指定都市を除くすべての市町村の
公立小学校及び公立中学校に所属する小学 4 年生
から中学 3 年生までの生徒である。すなわち，小
学 4 年生から中学 3 年生を対象にした悉皆調査と
して行われた。およそ生徒数では 30 万人程度，
学校数では 1064 の学校（小学校が 708 校，中学校
が 356 校）の生徒が参加した 7）。
　上記の調査に加え，S 県の市町村の一つである
T 市に勤める小中学校のすべての教員を対象に
質問紙調査を 2016 年から 2018 年にかけて行っ
た。これは教員の授業での実践を尋ねるもので，
教員一人一人にユニークな ID が振られ経年で同
一教員を特定することが可能な設計になってい
る。ただし日本における公立学校の人事制度にお
いてある教員は必ずしも同じ学校に所属し続ける
わけではなく，T 市以外の市町村への転出も多
い。またすべての教員が毎年学級を一つ担当する
わけでもなく，中には副担任などの形で自分の担
当学級を持たない教員もいる。これらの理由か
ら，複数年度で担当クラスを持っている教員は少
なくなってしまうことに注意をしなければいけな
い。本項では教員のデータを用いるために，この
T 市のみのデータを取り扱った。
　また今回分析に用いたのは小学校での教員デー
タだけで，中学校での教員データは分析に用いな
かった。その理由は，小学校と中学校では学級に
対する教員の割り当て方として教科担任制か学級
担任制かという違いがあるからである。日本の教
育システムにおいては，多くの小学校の教員は一
つの学級を受け持ちすべての科目を教えることに
なる 8）。一方で，多くの中学校では教員は専門科
目を持ち，複数の学級で授業を行うことになる。
その場合，中学生の能力の成長をどの教員の貢献
とみなすことができるかは不明瞭である。例え
ば，子どもの国語の能力が成長していた場合は国
語を担当した教員の貢献であると言えるだろう。
しかし，非認知能力が成長していた場合は，どの
科目の教員の貢献なのかを判断するのは困難であ
る。以上の理由から，本稿では小学校の教員のみ
を分析の対象とした。まとめると，本稿で分析の
対象となるのは，T 市の小学校（その小学校数は
12 校）に通う 4 年生から 6 年生の子ども及び教員

である。
　S 県 T 市の子どもが置かれている状況は必ず
しも日本の教育状況そのものを表しているわけで
はないため，外的な妥当性には十分な検討が必要
である。S 県は東京近郊に所在する県であり，そ
の中でも T 市は人口 13 万人程度の中規模都市で
ある。また，T 市の公立小学校における 2016 年
度の所属教員 1 人当たり児童数は 20.5 人であ
り 9），日本の公立小学校平均の 15.5 人と比べると
大きい。一方で，T 市に住む人の平均的な課税対
象所得は 350 万円 10）であり日本平均の 321 万円と
比べ高く，日本の中では比較的所得の高い人が居
住する都市であると言える。この様に T 市をと
りまく教育環境や家庭の状況は必ずしも日本のあ
らゆる地域と同一ではない。そのため，本校にお
ける T 市を対象にした分析が他の市町村を対象
にしたときにどの程度適用可能であるかについて
は十分に注意をする必要がある 11）。
　表 1 および表 2 ではデータで用いる変数につい
ての記述統計を示した。表 1 には子どもを単位と
する変数について平均値，標準偏差及びサンプル
サイズを年度・学年ごとに示した。「標準化の有
無」と記された列に「◯」がついている行の値は
すべて，標準化を行った後の値である 12）。また，
調査が行われたのは毎年 4 月であることには注意
が必要である。ある年の 4 月に行われた調査の結
果は，その前年度の状況を反映していると考えら
れる。例えば，表 1 において 2016 年 5 年生の値
は，2015 年 4 年生時の状況を反映した値と考えら
れる。そのため，教員もその前年の状況に紐付け
られる（例えば，2016 年 5 年生の子どものデータに
紐付けられる教員は，2015 年 4 年生時点の教員であ
る）。表 2 では得られた教員についての情報をま
とめている。表 2 上段では教員の数を年度及び学
年ごとに分けて示し，表 2 下段では教員を単位と
する変数の記述統計を示した。以降ではデータで
用いる変数について記述する。

　認知能力

　認知能力を表す値として，国語と算数の学力の
推定値を用いる。すなわち，S 県学力調査では小
学生に対して国語と算数のテストを実施してお
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り，その結果から IRT（Item Response Theory）を
用いて個人の科目ごとの学力の推定値を算出し
た。加えて本項では分析にあたってすべての学力
の推定値を年度・学年及び科目ごとに平均 0・分
散 1 に標準化を行った。この操作によって標準化
された学力は，実質的に学年内での相対的な高低
を表すことになる。この IRT によって算出され
標準化された学力推定値を以降では認知能力の値

として分析の対象とする。

　非認知能力及び学習方略

　また，調査ではテストとは別に質問紙調査によ
って，子どもの非認知能力や学習方略を尋ねてい
る。本稿ではそのうち，（1） セルフコントロール

（Duckworth, Tsukayama and Kirby 2013），（2） 自
己効力感（Pintrich et al. 1991），（3） 学習方略（佐

表 2　記述統計（教員）
（a）調査に参加した教員（学級）の数

4 年 5 年 6 年 ALL IN OUT 学級数
年度
2015 28 26 28 82 82 0 109
2016 26 30 24 80 42 44 120
2017 37 32 34 103 60 37 122

（b）教員の特徴
年齢 教員歴 女性教員 出身大学偏差値

教員
36.210 12.416 0.509 49.338

（167, 10.320） （166, 10.101） （167, 0.501） （62, 7.465）

注：�本表では，本稿で用いている変数のうち教員を単位とする変数の記述統計を示している。上段では，本稿で教員付
加価値の推定の対象とした教員の数を示した。小学校では 1 人の教員が 1 つの学級を担当するため，教員の数はそ
のまま学級の数を表す。行は年度を表す。1 列目（「4 年」）から 3 列目（「6 年」）までは，学年ごとに教員が何人い
るかを示し，4 列目（「ALL」）はその合計を表す。5 列目（「IN」）は新たに教員質問紙に参加した教員の数を表し，
6 列目（「OUT」）は教員質問紙に参加しなくなった教員の数を表す。7 列目（「学級数」）は，調査の対象となった
学級の数を表す。下段では，教員の特徴を表す変数の記述統計を示した。各々のセルでは，対応する変数について

「平均（サンプルサイズ，標準偏差）」という記述方法を用いている。データ単位はすべて，教員 1 人である。
出所：S 県学力調査より筆者作成。

表 1　記述統計（子ども）
年度 2016 2017 2018
学年（前年度） 小 4 小 5 小 6 小 4 小 5 小 6 小 4 小 5 小 5

標準化
の有無

国語 ◯ －0.020
（849, 1.009）

0.020
（837, 1.000）

－0.003
（801, 1.001）

0.049
（830, 1.002）

0.013
（944, 0.983）

0.025
（713, 1.002）

0.022
（1212, 0.984）

0.016
（1045, 0.990）

0.020
（955, 0.984）

算数 ◯ －0.054
（848, 0.915）

0.024
（837, 0.987）

0.003
（801, 0.980）

0.046
（830, 1.005）

－0.007
（944, 0.989）

0.006
（713, 0.998）

0.019
（1212, 0.990）

0.012
（1045, 0.964）

0.006
（955, 0.976）

学習方略 ◯ －0.010
（785, 0.987）

－0.026
（777, 0.992）

－0.035
（756, 1.010）

－0.028
（767, 1.004）

－0.013
（876, 0.992）

0.040
（674, 0.991）

0.009
（1106, 0.999）

－0.003
（968, 1.009）

－0.006
（887, 0.997）

セルフコント
ロール ◯ －0.028

（795, 0.997）
－0.016

（817,1.009）
－0.019

（1030, 1.016）

自己効力感 ◯ －0.031
（839, 0.998）

0.001
（925, 0.996）

－0.007
（942, 1.003）

子ども・教員
間の関係性 ◯ －0.057

（837, 1.015）
－0.045

（834, 1.037）
0.070

（796, 0.959）
－0.022

（828, 1.006）
0.010

（942, 1.003）
0.084

（713, 0.963）
0.002

（1209, 1.000）
0.022

（1045, 0.999）
－0.008

（955, 1.013）
家庭にある本
の冊数

3.018
（837, 1.130）

3.220
（833, 1.117）

2.955
（796, 1.174）

3.048
（827, 1.097）

3.116
（941, 1.070）

3.179
（711, 1.132）

3.145
（1205, 1.143）

3.202
（1043, 1.099）

3.184
（953, 1.142）

通塾時間 2.850
（834, 2.227）

2.765
（831, 2.160）

2.700
（797, 1.886）

3.150
（800, 2.431）

2.992
（920, 2.245）

3.010
（696, 1.982）

3.226
（1187, 2.438）

3.179
（1026, 2.325）

2.980
（947, 1.990）

注：�本表では，本稿で用いている変数のうち子どもを単位とする変数の記述統計を示している。各々のセルでは，対応する変数について「平均（サ
ンプルサイズ，標準偏差）」という記述方法を用いている。データ単位はすべて，子ども 1 人である。また，本表に示した学年はすべて分析対象
の子どもの前年度の学年である。分析に用いた調査は毎年 4 月に行われるため，その結果は前年度の教育の効果を表す。そのため，分析に用い
た子どもの学年は小学 5 年生から中学 1 年生（調査時点）の子どもであるが，混乱を防ぐためにここでは前年度の学年を記載した。この後，特
に断りが無い限り，本稿では同様の表記方法を用いた。

出所：S 県学力調査より筆者作成。
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藤 1998）を教育成果として分析の対象にする 13）。
これらの値はそれぞれ複数の質問項目（表 A.1・
表 A.2）の回答（5 件法）を足しあげることで得ら
れる。更に分析においては学年ごとに平均 0・分
散 1 に標準化を行い，学年内での相対的な高低を
表す値に直した。
　このうちセルフコントロールと自己効力感の 2
つの非認知能力は一部の学年でしか尋ねていない
ことに注意が必要である。すなわち，セルフコン
トロールは 2016 年に中学 1 年生であった学年と
2017 年に 5 年生であった学年にのみ尋ねており，
自己効力感は 2016 年に 5 年生であった学年にの
み尋ねている。そのため非認知能力をアウトカム
として用いた分析では，他の変数をアウトカムと
した分析に対して用いることができるサンプルが
少なくなる。

　子ども・教員間の関係性

　更に学級風土 classroom climate，特にその中
でも学級での子ども・教員間の関係性を対象にし
て教員付加価値を推定する。学級風土（もしくは
学校風土 school climate）とは子どもの学級生活の
質や特徴を表し，主に教育心理学や教育社会学で
研 究 さ れ て い る 概 念 で あ る（Wang and Degol 
2016；Berkowitz et al. 2017）。その中では学級・学
校における規範，価値観及び人間関係などが子ど
もの学級での生活に働きかけ，学力や行動にまで
影響を与えるのではないかと考えられている

（Hopson and Lee 2011）。そして，その学級風土の
要素の一つとして，学級における子ども・教員間
の 関 係 性 は 挙 げ ら れ て い る（Wang and Degol 
2016）。
　本稿では，この学級における子ども・教員間の
関係性について分析を行う。調査では前年度の学
級における教員及び友人との関係について，4 つ
の質問（すべて 4 件法）によって子どもに尋ねた

（表 A.2）。それらの項目すべてを足し合わせて学
級での子ども・教員間の関係性を表す変数とし
た。更に分析においては学年ごとに平均 0・分散
1 に標準化を行った。

　その他の変数

　調査において子どもの家庭での状況などを子ど
もに尋ねて調査している。そのうち，本稿では

（1）週あたりの通塾時間（8 件法）及び（2）家庭
にある本の冊数（5 件法）を用いる。
　これらは共に子どもの家庭に社会経済的地位

（Socio-economic Status，以降 SES と表記）を表す
代理変数として用いる。前者は経済資本を表す変
数であり，後者は文化資本を表す変数である。

　教　員

　ある教員は必ずしも T 市に留まり小学校高学
年を対象に教鞭を取り続けるとは限らない。表 2
上段では教員質問紙への回答を得ることができた
教員の数を年度及び学年に分けて示し，同時に年
度ごとに調査に新たに参加した教員の数及び調査
への参加が認められなくなった教員の数を示し
た。調査に参加する教員数は学校内の配置転換や
人事異動によって変わると考えられる 14）。例えば，
T 市からの転出もしくは転入によって教員質問
紙への調査の可否は変わってくる。そのようにし
て，ある年に調査に参加した教員のうち凡そ半分
は次の年には調査に参加しなくなる。例えば，
2017 年度において調査に参加した小学校教員の
数は 80 人であったが，その内 37 人が 2018 年度
の調査には参加していない。このように，調査に
参加した教員ののべ総数に対して，継続して調査
に参加し続ける教員の数は少なくなってしまう。
本稿では 2016 年度から 2018 年度に渡って一度で
も調査に参加した教員を対象に分析を行うが，そ
のうち単年度しか調査に参加していない教員も存
在することには注意が必要である。
　また小学 4 年から小学 6 年の学級を担当したす
べての教員が調査に参加したわけではない。調査
に参加していない教員の数を示すため，表 2 上段
では調査の対象となった学級の数を同時に示して
いる。例えば，2016 年度において調査の対象とな
った学級は 109 学級あるのに対し，調査に参加し
た教員は 82 人であり全体の約 80 % である。こ
れらの調査に参加していない教員が存在すること
には注意が必要である。
　教員質問紙では担当した学級の他に，教員の特
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徴について尋ねている。表 2 下段にはその記述統
計を示した。例えば平均的な年齢は 36.2 歳であ
り，全国の公立小学校教員の平均年齢である 43.4
歳 15）に比べると若いことがわかる。また，教員の
出身大学については注意が必要である。すなわ
ち，出身大学（大学院）について回答が得られた
のは 62 人のみであり，データを得られた教員の
総数の半分以下であった。これは，2016 年に行っ
た調査においてのみ教員に卒業した大学（大学
院）を尋ねることが可能であり，2017 年度から
2018 年度に新たに調査に参加した教員について
は相当する質問を行うことができなかったためで
ある。

Ⅳ　推定戦略と推定結果

１　推定戦略

　教員付加価値を推定するために，ある子どもの
教育成果を次のような教育生産関数で表すことが
できるとする。

　　𝑦𝑖𝑡 = 𝛼𝑦𝑖𝑡−1 + 𝑋𝑖𝑡𝛽 + 𝜇𝑗 + 𝜃𝑐 + 𝜖𝑖𝑡� （1）　

𝑦𝑖𝑡 は 𝑡 年における子ども 𝑖 の教育成果を表す。本
稿では教育成果として，学力（国語，算数）の他
に非認知能力（自己効力感，セルフコントロール）
や学習方略及び学級での子ども・教員間の関係性
を考える。𝑋𝑖𝑡 は観察可能な子ども 𝑖 の特徴を表
し，本稿では SES の代理変数として家庭にある
本の冊数及び通塾時間を用いる。𝜃𝑐 は子ども 𝑖 が
所属する学級 𝑐 の効果を表し，𝜇𝑗 は学級 𝑐 を担当
する教員 𝑗 の付加価値を表し，𝜖𝑖𝑡 は子ども 𝑖 の 𝑡
年におけるその他の要因すべてを表す。𝜇𝑗・𝜃𝑐・𝜖𝑖𝑡

はすべて観察不可能であり，互いに独立であるこ
とを仮定する。
　式 (1) は付加価値モデルと広く呼ばれるモデル
の一つである（Todd and Wolpin 2003）。前期の能
力を表す 𝑦𝑖𝑡−1 をコントロールすることで，これ
まで蓄積された能力もしくは時間変動しない要因
の影響を取り除くことを意図している。そのた
め，分析に用いる変動は子どもの能力の成長であ
る。教員付加価値はこの子どもの能力の成長に対

する教員の貢献 𝜇𝑗 を評価することになる。
　本稿では 𝜇𝑗 の性質を調べるために，Kane and 
Staiger（2008）において提案されている教員付加
価値推定の手続きに従う。ただし，後述するよう
に本稿では推定される教員付加価値そのものでは
なく，その分散 𝑉𝑎𝑟(𝜇𝑗) や相関 𝐶𝑜𝑣(𝜇𝑗𝑘, 𝜇𝑗𝑘′)16）に
注目をし，得られた教員付加価値の決定要因につ
いての分析はⅢに示した。
　Kane らの手法では式 (1) を推定し，その残差
を用いて 𝜇𝑗 の推定値を計算する。すなわち，式
(1) を 𝑠𝑖𝑡 = 𝑦𝑖𝑡 − 𝛼𝑦𝑖𝑡−1 − 𝑋𝑖𝑡𝛽 = 𝜇𝑗 + 𝜃𝑐 + 𝜖𝑖𝑡 と書き
直せば，𝑠𝑖𝑡 は 𝜇𝑗 という求めたい値に 𝜃𝑐 と 𝜖𝑖𝑡 とい
うノイズが加わった情報を表す変数とみなせる。
この時，ある学級 𝑐 はある教員 𝑗 によって担任さ
れるため，𝑠𝑖𝑡 を子ども 𝑖 が所属するクラス（クラ
ス 𝑐 に所属する子どもの集合を 𝐼𝑐 と表記する）で平
均した値 𝑠𝑗𝑐 は

　　𝑠𝑗𝑐 =
 �𝑖,𝑖∈𝐼𝑐 𝑠𝑖𝑡� （2）　

                       ||𝐼𝑐||

　　     = 𝜇𝑗 + 𝜃𝑐 + 
 �𝑖,𝑖∈𝐼𝑐 𝜖𝑖𝑡� （3）　

                                          ||𝐼𝑐||

　　     = 𝜇𝑗 + 𝑣𝑗𝑐 � （4）　

となる。ただし学級 𝑐 に所属する子どもの集合を
𝐼𝑐 で表している。この時，𝑣𝑗𝑐 が互いに独立である
という仮定の下で，𝜇𝑗 の分散 𝜎̂𝜇² を

　　𝜎̂𝜇² = 𝐶𝑜𝑣(𝑠𝑗𝑐, 𝑠𝑗𝑐′)� （5）　

という形で推定することができる（Kane and 
Staiger 2008）17）。このとき，個々の教員 𝑗 の教員付
加価値はある重み 𝛼𝑗𝑐 を用いて

　　𝐸(𝜇𝑗|𝑠𝑗𝑐) = �𝛼𝑗𝑐𝑠𝑗𝑐� （6）　

で表すことができる 18）。本稿では以降特に断り無
く「推定された教員付加価値」と記述されている
場合，上述の手続きで求めた教員付加価値を指
す。
　教員付加価値を求める手法には幾つかの派生形
がある。Kane and Staiger（2008）が示した教員
付加価値を推定する方法は，ある教員が担当する
クラスや生徒数は有限であることから必ずしも一
致性などの統計的な性質が保証されているわけで

𝑐,𝑐∈𝐼𝑗
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はない。また教員付加価値に期待される性質も状
況によって異なる。例えば，上述の定式化では教
員付加価値は時間を通じて一定であることを前提
にしているが，新任の教員が業務経験を通じて
徐々にその能力を高めていくことなどを考慮に入
れようとすれば教員付加価値は時間を通じて変化
しうるものとして定式化する必要がある。そのた
め，教員付加価値を推定する手法には複数の教育
成 果 で 共 通 す る 教 員 の 付 加 価 値 を 評 価 し た
Lefgren and Sims（2012）や教員の付加価値の時
間による変化を許容する Chetty, Friedman and 
Rockoff （2014a） などの幾つかの派生系が存在す
る。更に，似た手法として式 (1) のうち 𝜃𝑐+𝜖𝑖𝑡 を
誤差項を含む観察できない要因 𝑣𝑖𝑡 などとして
𝑦𝑖𝑡=𝛼𝑦𝑖𝑡−1+𝑋𝑖𝑡𝛽+𝜇𝑗+𝑣𝑖𝑡 という式を推定し，そのう
ち教員の固定効果 𝜇𝑗 を教員付加価値として用い
る研究も存在する 19）。本稿では比較のため，この
固定効果を用いた分析も一部報告する。
　この式 (1) において 𝜇𝑗 を識別するための仮定
は，𝜇𝑗 が𝜃𝑐 や𝜖𝑖𝑡 と独立であることである 20）。すな
わち，教師 𝑗 が内生的に学校や学級に配置されて
いてはならず，そのような関係があれば推定され
た教員付加価値はその割り当て方に応じたバイア
スを含むことになる。このバイアスの方向はその
内生的割り当てがどのようにおこなわれているか
によって異なる。例えば，経験の浅い教員の授業
負担を軽くするために SES の高い子どもを優先
的に割り当てているとする。そのような子どもが
塾などの外部の教育リソースを活用して能力を伸
ばしているといった場合，担当教員の教育効果を
高く見積もってしまう可能性がある。本研究は実
験的もしくは準実験的な状況を利用した研究では
ないため，この仮定が成立しているかどうかは注
意深く検討する必要がある。付録 B では，観察
可能な教員の特徴と担当している子どもの特徴の
間にある相関を見る中でそのような内生的な配置
の可能性を検討し，その結果として観察可能な特
徴においては内生的な配置の証拠は見つからない
ことを示している。
　また年度が変わってもある教員（𝑗′ と表記す
る）は同じクラスを持ち上がって担当するような
ケース（このような教員割り当てを「持ち上が

り」とここでは表記する）は問題になりうる。す
なわち「持ち上がり」が教員 𝑗′ に発生している
とき，同じ子どもによって構成される複数の学級
でクラス効果 𝜃𝑐 および 𝑠𝑗𝑐 は独立であるとは限ら
ない。日本の教育システムにおいては，ある教員
とあるクラスの割り当てがどの程度持続するかは
自治体や学校に依存する。クラス替えが毎年発生
し教員にクラスを毎年割り当てし直す学校もあれ
ば，2 年から 3 年程度同じクラスを教員に割り当
て続ける学校もある。しかし，本稿におけるデー
タ内で「持ち上がり」の発生割合を計算すると，
T 市においては持ち上がりクラスは全体の 1 %
と非常に稀にしか起きていなかった。そのため，
クラスの持ち上がりの問題はほとんど発生してい
ないと考えることができる。

2　教員付加価値の分布

　推定された教員付加価値 𝜇̂𝑗 について，その分
布を図 1 に示した 21）。図においては教員付加価値
𝜇̂𝑗 のヒストグラムを棒グラフで示し，カーネル密
度推定によって求められた密度関数を線グラフに
よって示した。これらの図からは，実際に推定さ
れた教員付加価値の分布を視覚的に確認すること
ができる。どのような教育成果を対象にしても，
教員付加価値は正規分布のような形の分布関数を
描いており，極値が複数あるような複雑な形をし
ているわけではない。
　次に，教員の影響の大きさを評価するために，
表 3 に教員付加価値の標準偏差の推定値を示し
た 22）。（1）列には推定した教員付加価値の標準偏
差を教育成果ごとに記している。比較のために以
降の列では，他の手法で求めた教員付加価値や
元々の記述統計を同時に示している。（2）列には
固定効果法によって求めた教員付加価値の標準偏
差を示した。（3）列には教員付加価値が推定され
た人数を記した。（4）列には教育成果の元々の標
準偏差を示した。Ⅲで示している通り各教育成果
に対しては標準化を行っているため，ここでの標
準偏差はほとんど 1 に近い。（5）列には教育成果
のクラス平均の標準偏差を示した。
　結果として，認知能力や学習方略に対する教員
付加価値の標準偏差は 2 % から 5 % であること
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図 1　推定された教員付加価値の分布

注：�本図では，推定された教員付加価値の分布を示している。上段の図では教員付加価値のヒストグラムを棒グラフで示しており，推定された教員
付加価値をカーネル密度推定することによって得られた密度関数を線グラフで示している。下段の図では，推定された教員付加価値の分布及び
子どもの教育成果の分布（ヒストグラム）を示している。黒色で塗られた分布は推定された教員付加価値の分布を表す。灰色で塗られた分布は
子どもの教育成果の分布を表す。

出所：S 県学力調査より筆者作成。

教員付加価値 教員付加価値

価値 価値

表 3　教員付加価値の標準偏差
（1） （2） （3） （4） （5）

教員付加価値
（標準偏差）

KS

教員付加価値
（標準偏差）

FE

教員の数 Std(yit) Std(ӯc)

国語 0.023
（0.010）

0.140 170 0.996 0.330

算数 0.052
（0.011）

0.141 170 0.994 0.343

学習方略 0.046
（0.041）

0.194 140 0.999 0.305

セルフコントロール 0.131
（0.024）

0.165 54 1.000 0.292

自己効力感 0.135
（0.009）

0.159 54 0.997 0.242

子ども・教員間の関係性 0.166
（0.030）

0.323 170 0.999 0.397

注：�本表では求めた教員付加価値の標準偏差を示している。各々の行は教員付加価値を求める対象とした教育成果を表す。（1）列では本稿で主に用
いている教員付加価値の標準偏差を示した。またその推定値の標準誤差をブートストラップ法により推定し（試行回数は 200 回とした），括弧の
中に記載した。（2）列では，比較のために教員固定効果推定で求めた教員付加価値（教員固定効果）の標準偏差の値を示した。（3）列には教員
付加価値が推定された人数を記した。（4）列では子どもの教育成果の標準偏差示した。（5）列ではクラス平均の標準偏差を示した。

出所：S 県学力調査より筆者作成。
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がわかった 23）。（1）列において認知能力（国語，算
数）を対象にした教員付加価値の標準偏差はそれ
ぞれ 0.023・0.052 であり，学習方略を対象にした
教員付加価値の標準偏差は 0.046 である。これは
全体の変動（（4) 列）やクラス平均の変動（（5)
列）のうちそれぞれ 2 %・5 % 程度を教員付加価
値は説明していることを表している。一方で（2）
で示した固定効果によって推定された教員付加価
値の標準偏差は，認知能力（国語，算数）を対象
にした場合はそれぞれ 0.140・0.141，学習方略を
対象にした場合教員付加価値の標準偏差は 0.194
である。これは，全体の標準偏差のうち 15 % か
ら 20% を教員付加価値が説明していることを表
す。しかし，固定効果で求められた教員付加価値
の標準偏差には学級固有の効果 𝜃𝑐 の影響も含ま
れており，真の標準偏差 𝜎𝜇 よりも大きくなるとい
うバイアスが存在する（Jacob and Lefgren 2005；
付録 C；Kraft 2019）。
　この「2 %・5 %」という教員付加価値の大き
さは，他の研究と比較した時に必ずしも大きいわ
けではない。Chetty, Friedman and Rockoff 

（2014a） では小学校において英語では 11 %，数学
では 15 % ほどの教員付加価値の大きさを報告し
ている。Kraft（2019）では認知能力に関する各種
アウトカムにおいて 13 % から 18 % の教員付加
価値の標準偏差を報告している。これらの結果と
比較すれば，本研究で得られた教員付加価値の大
きさは小さいと言える。本稿のデータからはその
理由について議論をすることは難しいが，日本に
おいて地域に寄らず統一されたカリキュラムが用
意されており学習における異質性が小さいことな
どがその原因の可能性として想定することができ
る。
　Kane and Staiger（2008）の方法で導出した教
員付加価値については図 1 の下段左図から視覚的
に確認することができる。図 1 の下段左図では，
算数への教員付加価値のヒストグラム（黒色）と
子どもの算数の学力のヒストグラム（灰色）を同
時に描いている。しかし，黒色で描かれた算数へ
の教員付加価値の分布は非常に小さく，視認をす
ることは難しい。この図からも，Kane and Staiger

（2008）の方法で推定された場合認知能力に与え

る個々の教員の影響は小さいことを見て取ること
ができる。
　次に，非認知能力や学級での子ども・教員間の
関係性に対する個々の教員の影響力は全体の変動
に対して 13 % から 16 % あった。すなわち，（1）
列において示された Kane and Staiger（2008）の
方法によって求められた教員付加価値の標準偏差
は非認知能力（セルフコントロール・自己効力感）
を対象にした時にはそれぞれ 0.131・0.135 であ
り，学級での子ども・教員間の関係性を対象にし
た時には 0.166 である。これは元々の教育成果の
標準偏差が 1 であることを踏まえると，個々の教
員の付加価値の違いは全体の標準偏差に対して
13 % から 16 % ほどを説明したことを意味する。
　この「13 % から 16 %」という教員付加価値の
大きさは，他の研究と比較した時にも同水準程度
である。Jackson（2018）では中退率で測定した教
員付加価値の標準偏差は 10 %，欠席率で測定し
た教員付加価値の標準偏差は 3 % であったとし
ている。Kraft（2019）では教員付加価値は成長志
向や GRIT といった非認知能力の変動を 15 % 程
度説明するとしている。これらの研究と比較する
と今回得られた非認知についての教員付加価値の
大きさは同等程度である。結果として，認知能力
に対する教員付加価値と異なり，非認知能力や子
ども・教員間の関係性に対しては教員による一定
の大きさの影響力を捉えることが出来たと言え
る。
　このような関係性については図 1 の下段右図か
ら視覚的に確認することができる。図 1 の下段右
図では，学級での子ども・教員間の関係性への教
員付加価値（黒色）及び元々の子どもによる回答

（灰色）を同時にヒストグラムによって描いてい
る。そしてこの図表では，図 1 の下段左図では算
数への教員付加価値とは異なり，黒色で描かれた
教員付加価値の分布を視認することができる。
　総じてこれらの結果は，小学校において個々の
教員は非認知能力や子ども・教員間の関係性にお
いて重要な役割を担っていることを示している。
子どもを担当する教員が変わることは，子どもと
のコミュニケーションのあり方の違いなどを通じ
て，その子どもの非認知能力や教員との関係性を



日本労働研究雑誌58

大きく変えうる。この非認知能力の変化は，労働
条件などの長期的な成果に結実することを多くの
研究が示している。特に教員付加価値研究におい
ては，Jackson（2018）が非認知能力についての高
い教員付加価値は高校卒業や大学入学といった長
期的なアウトカムにおいても正に有意な影響を持
っていることを示している。他方，認知能力に対
しては，推定結果が指し示す教員による違いの大
きさの推定値の範囲は広く，外国の研究との比較
などからその大小について議論することは難しか
った。そのためその長期的影響においても，国に
よる違いの影響などを除いてもなお，認知能力に
ついての教員付加価値の長期的影響を研究した
Chetty, Friedman and Rockoff （2014b） や上述の
Hanushek（2011）が示すような高い効果がある可
能性もあれば，それらの研究ほどの効果が無い可
能性もある。

3　教員の属性と教員付加価値

　それでは具体的にどのような教員が，「良い」
教員なのだろうか。多くの研究が観察可能な教員
の特徴が必ずしも子どもの教育成果とは結びつか
ないことを報告しており（Hanushek and Rivkin 
2006），研究間で一貫して効果的だとされる具体
的な要因は見つかっていない。しかし，それらの
研究はほとんど学力を対象にしたものであり，こ
こまで考えてきた非認知能力や学級での子ども・
教員間の関係性などの学力以外の教育成果と教員
の観察可能な特徴についての研究はほとんど存在
しない。更に，そもそも日本の教員を対象にした
場合，Ⅱでも述べた通りほとんど研究が存在しな
いため海外での研究での結論を当てはめることが
可能なのかどうかは分からない。そのため，教員
質問紙で尋ねている教員の特徴と推定した教員付
加価値の間の相関について分析した。下記のよう
な定式化で分析を行う。

　　𝜇̂𝑗 = 𝑋𝑗, 2018𝛽 + 𝜖𝑗

𝜇̂𝑗 は推定された教員付加価値である。𝑋𝑗, 2018 は観
察可能な教員の特徴のベクトルを表し，本稿では
教員の年齢，教員歴，性別，出身大学の難易度を
考える。ただし出身大学の難易度を考えるとサン

プルサイズが非常に小さくなるため，出身大学の
難易度をサンプルに加えた場合と加えていない場
合でそれぞれ検討した。また，年齢などの年によ
って変動する値については，すべて 2018 年度時
点での値を用いた。加えて，非線形性を考慮する
ために年齢や教員歴については，その二乗項を推
定式に加えて推定を行った。推定された 𝛽̂が本節
で関心を寄せる値である。
　推定結果を表 4 に示した。以下ではその結果に
ついて詳述していく。

　年齢，教員歴

　どのような教員が良い教員か考えた時に頻繁に
挙げられる点として，年齢や教員歴といった仕事
の経験の多寡を挙げることができる。教員という
仕事は高度な専門職でありその業務経験が長けれ
ば長いほど教員としてのスキルは向上する可能性
がある。Hanushek and Rivkin（2006）では教員の
年齢が子どもの教育成果に与える影響を分析した
研究をサーベイし，研究によってその推定値は
様々であり結論を未だに出せるような状況ではな
いとしている。
　結果として，教員の年齢と教員付加価値の間に
有意な関係は発見されなかった。表 4 において年
齢及びその二乗項に係る係数推定量は，どの教員
付加価値を被説明変数としても統計的に有意では
ない。ただし学習方略を被説明変数とし出身大学
偏差値を説明変数に加えた推定（（6) 列）では，
年齢に係る係数の推定値は 0.015 で 5 % の水準で
有意，その 2 乗項に係る係数の推定値は 0.000 で
5 % の水準で有意であった。しかしこれらの結果
は，出身大学偏差値を説明変数に加えていない推
定（（5) 列）の結果とは統計的な有意水準やその
効果の正負が異なり頑健な結果とは言い難い。
　同様に，教員歴と教員付加価値の間に有意な関
係は発見されなかった。すなわち，表 4 において
教員歴及びその二乗項に係る係数の推定値は，教
員付加価値を被説明変数としても統計的に有意で
はないことがほとんどであった。ただし学習方略
を被説明変数とし出身大学偏差値を説明変数に加
えた推定（（6) 列）では，教員歴に係る係数の推
定値は -0.005 で 5 % の水準で有意，その 2 乗項
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に係る係数の推定値は 0.000 で 10 % の水準で有
意であった。しかしこれらの結果は，出身大学偏
差値を説明変数に加えていない推定（（5) 列）の
結果とは統計的な有意水準やその効果の正負が異
なり頑健な結果とは言い難い。

　性　別

　教員の性別も良い教員の特徴を考える時には頻
繁に論点に挙げられる。例えば，労働市場におけ
る男女差は教員の能力にも影響しているかもしれ
ない。日本の労働市場の中では教員という職業は
性別による賃金差が比較的小さい（妹尾・松繁・
梅崎 2003）。そのため，相対的に労働市場で能力
の高い女性が教員になっている可能性がある。
　表 4 の「女性教員」行には教員の性別と教員付
加価値の間にある関係性を示している。結果とし
て，教員が女性であるか否かと教員付加価値との
間の関係のその推定値の分散は大きい。ただし学

習方略を被説明変数とし出身大学偏差値を説明変
数に加えた推定（（6) 列）では，「女性教員」に係
る係数の推定値は -0.007 で 5 % の水準で有意で
あった。出身大学偏差値を説明変数に加えるか否
かで結果が変わっており，その頑健性には注意が
必要である。

　出身大学の偏差値

　高い学力・認知能力を持つ教員は高いパフォー
マンスを発揮するのではないかという仮説は頻繁
に検証されてきた。例えば二木（2017）など教員
の採用時の労働市場の状況が子どもの教育成果に
与える影響を調べる研究は，暗に能力の高い労働
者ならば教員としても能力が高い可能性があると
いう仮説を検証していると言えよう。Hanushek 
and Rivkin（2006）ではそのサーベイを行い，最
終的には研究によってその推定値は様々であり結
論を出せるような状況では未だにないとしてい

表 4　教員の特徴と教員付加価値の相関
（1） （2） （3） （4） （5） （6）

被説明変数
（教員付加価値） 国語 国語 算数 算数 学習方略 学習方略

年齢 0.000
（0.001）

0.001
（0.002）

0.000
（0.004）

0.003
（0.007）

－0.001
（0.003）

0.015**
（0.006）

年齢（2 乗） 0.000
（0.000）

0.000
（0.000）

0.000
（0.000）

0.000
（0.000）

0.000
（0.000）

0.000**
（0.000）

教員歴 0.000
（0.000）

－0.001
（0.001）

0.001
（0.002）

0.002
（0.004）

0.000
（0.001）

－0.005*
（0.003）

教員歴（2 乗） 0.000
（0.000）

0.000
（0.000）

0.000
（0.000）

0.000
（0.000）

0.000
（0.000）

0.000*
（0.000）

女性教員 0.000
（0.000）

0.000
（0.001）

0.004
（0.002）

0.004
（0.004）

－0.001
（0.001）

－0.007**
（0.003）

出身大学偏差値 0.000
（0.000）

0.000
（0.000）

－0.001**
（0.000）

サンプルサイズ 133 48 133 48 113 30

（7） （8） （9） （10） （11） （12）
セルフ

コントロール
セルフ

コントロール 自己効力感 自己効力感 子ども・教員間の
関係性

子ども・教員間の
関係性

0.056
（0.043）

－0.256
（0.293）

0.031
（0.047）

－0.017
（0.106）

0.031
（0.047）

－0.017
（0.106）

－0.001
（0.001）

0.003
（0.004）

0.000
（0.001）

0.000
（0.001）

0.000
（0.001）

0.000
（0.001）

－0.004
（0.013）

0.180
（0.124）

0.016
（0.016）

0.024
（0.049）

0.016
（0.016）

0.024
（0.049）

0.001
（0.001）

－0.006
（0.005）

－0.001
（0.001）

－0.001
（0.002）

－0.001
（0.001）

－0.001
（0.002）

－0.023
（0.018）

－0.097
（0.096）

0.034
（0.022）

0.050
（0.053）

0.034
（0.022）

0.050
（0.053）

0.005
（0.003）

0.002
（0.004）

0.002
（0.004）

44 10 47 18 47 18
注：�本表では年齢，教員歴，性別及び出身大学偏差値が教員付加価値に与える影響を示している。各々のセルでは推定値及び標準誤差・有意水準を

示しており，「推定値有意水準（標準誤差）」という表記法を用いている。「***」・「**」・「*」はそれぞれ 1 %・5 %・10 % の水準で統計的に有意であ
ることを表す。

出所：S 県学力調査より筆者作成。
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る。
　本稿で用いるデータでは，2016 年度に T 市に所
属した教員に対する質問紙調査の中で卒業大学及
び卒業学科について尋ねている。それらの卒業大
学の情報を 2018 年度に河合塾が算出した大学受
験偏差値に紐付けることで，教員の学力を卒業大
学の偏差値という形で取得した。無論入試難易度
偏差値は時間によって変わるため，このひも付け
は必ずしも適切ではないことに十分注意する必要
がある。
　表 4 の「出身大学偏差値」行には教員の卒業大
学偏差値と教員付加価値の間にある関係性を示し
ている。結果として，卒業大学偏差値が教員付加
価値に与える影響は概ね正である一方でその推定
値の分散は大きく統計的に有意ではなかった。た
だし学習方略を被説明変数とした推定（（6) 列）
では，その推定値は -0.001 と負で統計的に 10 %
で有意である。教員の認知能力が高いと担当した
子どもの学習方略が下がってしまうことを示す結
果であるが，そのサンプルサイズは 30 と非常に
少ないこともあり，更なる研究と慎重な議論が必
要である。

4　その他

　教員付加価値の重要な性質として，異なるアウ
トカム間での教員付加価値の相関係数を挙げるこ
とが可能であり，Goldhaber, Cowan and Walch 

（2013） や Kraft （2019） といった研究が国語や算
数・数学の学力，非認知能力についての教員付加
価値間の相関係数を報告している。本稿において
も同様の検討を行い，学力を伸ばすことが得意な
教員と学習方略や非認知能力を伸ばすことが得意
な教員は異なるのではないかという示唆を得た

（付録 E に分析結果を示した）。しかし，十分に
頑健な結果を得ることはできず，さらなる研究の
進展が必要である。

V　結　　論

　本稿では子どもの教育成果に対する個々の教員
の効果について考えた。教員効果を教育成果に対
する付加価値として計測した上で，得られた推定

値の性質を記述的に調べた。
　まず，教員が子どもの教育成果に与えている影
響の大きさは，教育成果の種類に応じて異なるこ
とが分かった。学力や学習習慣に対する教員の影
響力は小さい可能性がある一方で，非認知能力や
学級での子ども・教員間の関係性に対する教員の
影響は比較的大きかった。そのため，「教員は子
どもに大きな影響を与える／与えない」といった
言説について評価する時には，子どもの人的資本
のどの部分を対象にしているかを考える必要があ
る。子どもの学力の向上を期待して能力の高い教
員を雇用することは必ずしも効果的な施策ではな
い可能性があるが，非認知能力や学級への雰囲気
への効果を期待して能力の高い教員を雇用するこ
とは高い効果を持ちうる。
　次に，推定された教員付加価値と観察される教
員の特徴の間には相関が観察されないことを指摘
した。Hanushek and Rivkin （2006） や Aslam and 
Kingdon（2011）が指摘するように，教員の履歴
書的な特徴が子どもの学力に与える影響に対する
強いコンセンサスは今のところ存在しないが，非
認知能力や学級風土を対象にしても同様の結果を
得られた。
　本稿の最大の限界はサンプルサイズの問題であ
る。特に教員の数は少なく，解析の結果がどれほ
ど頑健であるかという点に課題が残る。ただし，
本稿では市町村に在籍する教員すべての情報を使
っているため，もとより教員のパフォーマンス測
定の文脈で教員固定効果を考える時にはより大き
い行政区分単位で考えなければならない可能性が
高い。
　また本稿で得られた教員の付加価値は，教員が
子どもの教育成果に対して持つ因果的な効果とも
異なることに注意が必要である。Chetty, Friedman 
and Rockoff （2014a） らの議論のように，過去の
データから得られた教員付加価値が子どもの将来
の教育成果に対して因果的な効果を持つことを示
した研究は存在する。そして，本稿ではそれらの
議論を踏まえて推定された教員付加価値をそのま
ま分析に用いている。しかし，日本においても教
員付加価値が因果的な効果を持ちうるかどうかは
必ずしも自明ではなく今後の検証を必要とする。
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　子どもの教育成果に対する教員の効果について
の研究は日本のみならず全世界で未だ決まった結
果の方向性が示されていない研究分野である。本
稿で行った議論も多く存在する研究課題の一部を
扱ったものであり，決して絶対的な知見であると
は言えないが，それでも本研究は日本における数
少ない教員付加価値の研究として重要であると言
える。

付�録 A　非認知能力および学習方略の定
義と組成の詳細

　「非認知能力」という言葉はある能力を具体的
に指し示すものではなく，認知能力の尺度では捉
えられないような性格的特徴などの個人的な属性
を広く指す概念として用いられている（Heckman 
and Kautz 2012）。特にその「能力」という用語法
は，それらの属性のうち訓練などによって学習可
能である部分に着目していること表している。こ
の非認知能力という言葉が指し示す広範な概念の
うち，本研究では「セルフコントロール」および

「自己効力感」の 2 つの能力を対象に分析を行っ
た。またその他に本研究では「学習方略」という
心理尺度を分析の対象にしている。本節ではそれ
らの概念の定義や概要，加えてどのように測定し
たかについて記述を行う。

1　セルフコントロール

　セルフコントロールとは，「理想，価値観，道
徳，社会的期待などの基準に合わせて自分自身の
反応を変化させ，長期的な目標の追求をサポート
する能力」と定義される（Baumeister, Vohs and 
Tice 2007）。このセルフコントロールの能力が高
いことは，自らの行動の意識的な制御を通じて，
学業や勉強時間（Tsukayama, Duckworth and Kim 
2013），また賃金などの労働条件などを予測する
ことがこれまで示されてきている（李 2014）。
　本研究では Tsukayama, Duckworth and Kim 

（2013） で示されたセルフコントロール尺度を日
本語に翻訳したものを用いる。この尺度は学齢期
の子どもを対象に開発されたセルフコントロール

尺度であり，比較的簡易的にセルフコントロール
を測定することができるという特徴をもってい
る。Tsukayama, Duckworth and Kim （2013） で
は，この尺度で測定されたセルフコントロールの
値によって，GPA や勉強時間・TV ゲームに費や
す時間などを予測できることが示されている。尺
度を構成する具体的な質問項目については表 A.1
に示した。各々の質問は 5 件法によって回答さ
れ，尺度を計算する際には点数が高いほどセルフ
コントロールが高いことを指し示すように変換を
行った（例えば「授業で必要なものを忘れた」とい
う項目に対して 1（ほとんどない）と回答された場合
は，指し示す値を 5 とした）。最終的にこれらの質
問項目が指す値を合計して，「セルフコントロー
ル」の値として用いた。

2　自己効力感

　自己効力感とは「個人がある状況において必要
な行動を効果的に遂行できる可能性の認知」と定
義される（成田ほか 1995）。すなわち，自己効力
感の低い人は特定のタスクを達成することができ
ないと考え，そのタスクを避けようとするのに対
し，自己効力感の高い人はタスクが困難であって
も達成に向けて動こうとすると考えられる。自己
効力感について心理学的研究は，高い自己効力感
は高い学業成績（Multon, Brown and Lent 1991；
Richardson, Abraham and Bond 2012；Behncke 
2012）と関係があることを示している。
　本研究では Pintrich and de Groot （1990） で示
された尺度のうち Self-Efficacy for Learning and 
Performance 下位尺度を日本語に翻訳したもの
を用いる。この尺度は子どもの学習動機づけを構
成する尺度として開発され，子どもの学業成績と
正の相関を持っていることが示されている。尺度
を構成する具体的な質問項目については表 A.1 に
示した。各々の質問は 5 件法によって回答され
た。最終的にこれらの質問項目が指す値を合計し
て，「自己効力感」の値として用いた。

3　学習方略

　学習方略とは学習のやり方を表すメタ的な認知
能力として主に教育心理学の分野で研究がなされ
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表 A.1　質問リスト：非認知能力
項目 逆転項目 質問

セルフコントロール ✓ 授業で必要なものを忘れた
✓ 他の子たちが話をしているときに，その子たちのじゃまをした
✓ 何か乱暴なことを言った
✓ 机・ロッカー・部屋が散らかっていたので，必要なものを見つけることができなかった
✓ 家や学校で頭にきて人やものにあたった
✓ 先生が，自分に対して言っていたことを思い出すことができなかった
✓ きちんと話を聞かないといけないときにぼんやりしていた
✓ イライラしているときに，先生や家の人（兄弟姉妹を除きます）に口答えをした

自己効力感 授業ではよい評価をもらえるだろうと信じている
教科書の中で一番難しい問題も理解できると思う
授業で教えてもらった基本的なことは理解できたと思う
先生が出した一番難しい問題も理解できると思う
学校の宿題や試験でよい成績をとることができると思う
学校でよい成績をとることができるだろうと思う
授業で教えてもらったことは使いこなせると思う
授業の難しさ，先生のこと，自分の実力のことなどを考えれば，自分はこの授業でよくやっているほ
うだと思う

注：�本表では変数「セルフコントロール」及び「自己効力感」を構成する質問をまとめた。列「逆転項目」にチェックマークがついている場合，そ
の質問は測定の向きが他の質問と逆になっている。またすべての質問に対して，回答は 5 件法で得られた。

出所：S 県学力調査より筆者作成。

表 A.2　質問リスト : 学習方略，学級での子ども・教員間の関係性
項目 逆転項目 質問

学習方略すべて 勉強のやり方が，自分に合っているかどうかを考えながら勉強する
勉強でわからないところがあったら，勉強のやり方をいろいろ変えてみる
勉強しているときに，やった内容を覚えているかどうかを確かめる
勉強する前に，これから何を勉強しなければならないかについて考える
勉強するときは，最初に計画を立ててから始める
勉強をしているときに，やっていることが正しくできているかどうかを確かめる
勉強するときは，自分で決めた計画に沿って行う
勉強しているとき，たまに止まって，一度やったところを見直す
勉強するときは，参考書や事典などがすぐ使えるように準備しておく
勉強する前に，勉強に必要な本などを用意してから勉強するようにしている
勉強していて大切だと思ったところは，言われなくてもノートにまとめる
勉強で大切なところは，繰り返して書くなどして覚える
勉強でわからないところがあったら，友達にその答えをきく
勉強でわからないところがあったら，友達に勉強のやり方をきく
勉強のできる友達と，同じやり方で勉強する
勉強するときは，最後に友達と答え合わせをするようにする
勉強するときは，内容を頭に思い浮かべながら考える
勉強をするときは，内容を自分の知っている言葉で理解するようにする
勉強していてわからないところがあったら，先生にきく
新しいことを勉強するとき，今までに勉強したことと関係があるかどうかを考えながら勉強する

✓ 学校の勉強をしているとき，とてもめんどうでつまらないと思うことがよくあるので，やろうとして
いたことを終える前にやめてしまう
今やっていることが気に入らなかったとしても，学校の勉強でよい成績をとるために一生懸命がんばる

✓ 授業の内容が難しいときは，やらずにあきらめるか，簡単なところだけ勉強する
問題が退屈でつまらないときでも，それが終わるまでなんとかやり続けられるように努力する

子ども・教員間の関
係性

学級での生活は楽しかったですか
学級は落ち着いて学習する雰囲気がありましたか
学校の友達は自分のよいところを認めてくれましたか
学校の先生たちは自分の悩みの相談にのってくれましたか

注：�本表では変数「学習方略」及び「学級での子ども・教員間の関係性」を構成する質問をまとめた。列「逆転項目」にチェックマークがついてい
る場合，その質問は測定の向きが他の質問と逆になっている。また「学習方略」を表す質問に対して回答は 5 件法で得られ，「学級での子ども・
教員間の関係性」を表す質問に対しては回答は 4 件法で得られた。

出所：S 県学力調査より筆者作成。
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てきている（佐藤 1998；Pintrich et al. 1991）。学
習方略が高い子どもは，学習のやり方を工夫する
中でその学習の成果を高めることができると考え
られる。Pintrich and de Groot （1990） といった心
理学的研究が，高い学習方略が高い学業成績につ
ながることをこれまで示している。
　本研究では佐藤（1998）で示された学習方略尺
度を用いる。当該尺度は Pintrich and de Groot 

（1990） や Pintrich et al. （1991） をもとに，その下
位尺度を整理しながら日本の小学生・中学生を対
象に開発された心理尺度である。尺度を構成する
質問項目については表 A.2 に示した。各々の質問
は 5 件法によって回答され，尺度を計算する際に
は点数が高いほど学習方略が高いことを指し示す
ように変換を行っている（例えば「授業の内容が
難しいときは，やらずにあきらめるか，簡単なとこ
ろだけ勉強する」という項目に対して 1（ほとんどな
い）と回答された場合は，指し示す値を 5 とした）。
最終的にこれらの質問項目が指す値を合計して，

「学習方略」の値として用いた。

付�録 B　教員と子どもの観察可能な特徴
間の相関

　Ⅳ１で記したように，教員付加価値を推定する
ためには教員が内生的に配置されてはならない。
その仮定の妥当性を考えるために，表 B.3 では教
員と子どもの観察可能な特徴の間に相関が無いか
を調べた。具体的には子どもの特徴を（学校固定
効果・年度・学年の影響は取り除いた上で）担当し
た教員の特徴に回帰し，その係数の推定値を示し
た。
　示した推定値はすべて統計的に有意ではなかっ
た。もちろん，観察されない子どもや教員の特徴
を基に教員が内生的に配置されている可能性もあ
りその検証は今後の研究において重要であるもの
の，子どもの特徴に合わせて教員を内生的に配置
している傾向を見つけることはできなかった。

表 B.3　教員と子どもの観察可能な特徴間の相関
前年度学力（国語）前年度学力（算数） 本の冊数 通塾 女性 就学援助

年齢
推定値 0.000

（0.001）
0.002
（0.001）

0.000
（0.001）

－0.001
（0.001）

0.000
（0.001）

0.000
（0.001）

サンプルサイズ 8051 8048 8011 7904 8051 4904

経験年数
推定値 －0.003

（0.003）
0.001
（0.003）

－0.002
（0.003）

－0.002
（0.001）

0.000
（0.001）

0.001
（0.001）

サンプルサイズ 6491 6488 6460 6381 6491 3811

女性教員
推定値 －0.003

（0.023）
－0.006
（0.023）

0.023
（0.026）

0.002
（0.011）

－0.001
（0.012）

0.000
（0.010）

サンプルサイズ 8088 8085 8048 7940 8088 4904

出身学校の偏差値
推定値 0.000

（0.003）
－0.002
（0.003）

0.003
（0.003）

－0.001
（0.001）

0.000
（0.001）

0.000
（0.001）

サンプルサイズ 3614 3613 3590 3553 3614 2812
注：�本表では子供の観察可能な属性（前年度学力（国語・算数），本の冊数，通塾，女性，就学援助）を教員の観察可能な特徴（年齢，経験年数，女

性教員，出身学校の偏差値）に回帰した結果を表している。推定では学校固定効果，学年，年度の影響を取り除いて推定した。各々のセルでは
推定値及び標準誤差を示しており，「推定値（標準誤差）」という表記法を用いている。

出所：S 県学力調査より筆者作成。
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付録 C　教員付加価値の分布（詳細）

図 C.1　推定された教員付加価値の分布（詳細）

注：�本図では，推定された教員付加価値の分布を示している。棒グラフで示しているのは推定された教員付加価値のヒストグラムである。線グラフ
で示しているのは，推定された教員付加価値をカーネル密度推定することによって得られた密度関数である。

出所：S 県学力調査より筆者作成。
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付録 D　教員付加価値推定の頑健性

　Ⅳで得られた教員付加価値は頑健な推定値なの
だろうか。ここでは教員付加価値を分析する教員
の集団を変えながら推定値の頑健性を検討する。
ここでは（1）複数クラスを受け持った教員のみ
にデータを絞った場合，および（2）教員歴が 3
年以上ある教員にのみデータを絞った場合のそれ
ぞれについて教員付加価値の推定値の標準偏差が
どのような値をとるかを示す。前者は教員付加価
値の推定においてクラス固有の効果の影響を一切
軽減することができていない教員（Ⅳ１）を除い
た場合を検討している。後者は，教員の質が教員
歴と共に変わっていく可能性を考慮している。教
員の経験年数が子どもの能力に与える影響を分析
する研究では，Harris and Sass （2011） の様に最初
の数年の経験が教員の質にとって重要であるとい
う知見が存在する。もしそうであれば，教員とし
て勤務を始めて数年の教員の質は低くなりその結
果，推定された教員付加価値の標準偏差が高くな
ってしまう。そのような可能性を検討するため
に，教員歴が短い教員をデータから除いた上で推
定した結果を報告する。
　得られた推定値の標準偏差を表 D.4 に示した。

（1) 列は本文と示した値と全く同一である。（2)
列では 1 クラスしか担当していない教員を除いて
推定された教員付加価値の標準偏差を示した。

（3) 列では教員歴が 2 年以下の教員を除いて推定

された教員付加価値の標準偏差を示した。各々の
行は教員付加価値を求める対象とした教育成果を
表す。
　結果として，推定された教員付加価値の標準偏
差は推定の対象とする教員によらずほとんど同じ
ような値をとった。例えば国語については考える
と，本文で報告した標準偏差は 0.023 である（（1)
列）のに対して，複数学級を担当した教員のみで
考えた場合の標準偏差は 0.029 であり（（2) 列），
経験年数 3 年以上の教員のみで考えた場合の標準
偏差は 0.024 である（（3) 列）。これらの値の違い
は本文における議論に修正を迫るような差ではな
い。この傾向は他のアウトカムにおいても同様で
ある。

付録 E　教員付加価値間の相関

　次に教員付加価値間の関係性について考える。
教員付加価値間の相関関係は，主に現在 2 つの方
法で報告されている。すなわち Kraft （2019） の様
にランダム効果として推定された教員付加価値の
相関係数を示すものと，Goldhaber, Cowan and 
Walch （2013） のように異なる科目の 𝑠𝑗𝑐 から共分
散の推定値を示すものである。本稿では前者の結
果を報告するが，後者に基づいた計算を行ってお
りその結果の解釈は大きく変わらない。しかし共
分散と分散の点推定値を用いて計算された相関係
数の推定値は必ずしも 1 から－1 の値に収まら
ず，解釈が難しくなってしまったためここでは前

表 D.4　教員付加価値推定の頑健性
（1） （2） （3）

教員付加価値
（標準偏差）

教員付加価値
（標準偏差）

教員付加価値
（標準偏差）

KS KS KS
複数クラス 経験年数 3年以上

国語 0.023 0.029 0.024
算数 0.052 0.054 0.049
学習方略 0.046 0.041 0.043
セルフコントロール 0.131 0.130 0.128
自己効力感 0.135 0.134 0.132
子ども・教員間の関係性 0.166 0.165 0.168
注：�本表では求めた教員付加価値の標準偏差を示している。各々の行は教員付加価値を求める対象とした教育成果を表

す。（1) 列では本稿で主に用いている教員付加価値の標準偏差を示した。（2) 列では１クラスしか担当していない
教員を除いて推定された教員付加価値の標準偏差を示した。（3) 列では教員歴が 2 年以下の教員を除いて推定され
た教員付加価値の標準偏差を示した。

出所：S 県学力調査より筆者作成。



日本労働研究雑誌66

者について報告をする。そのため，ここで報告す
る相関係数の値の頑健性については十分な注意が
必要である。
　表 E.5 に教員付加価値の項目間相関を示した。
表の行と列は教育成果の種類を表し，各々のセル
は対応する教員付加価値間の相関を表す。例え
ば，[1] 行 (1) 列には，国語の教員付加価値と算
数の教員付加価値の間の相関が示されている。
　結果として第 1 に，子どもの国語の学力を向上
させた教員は，算数の学力をも向上させた傾向が
あった。具体的には，国語と算数の教員付加価値
の間の相関（（1) 列 [1] 行）は統計的に有意であ
り，相関係数も 0.488 と正である。すなわち，国
語を教える際に高いパフォーマンスを発揮してい
る教員は算数でも高いパフォーマンスを発揮して
いる。高いパフォーマンスを発揮している教員は
ある特定の科目を教えることが得意というよりむ
しろ，どのような科目であっても知識を伝達する
ことを得意としているのかもしれない。この結果
は英語と国語への教員付加価値の間に 0.7 の高い
相関があることを示した Goldhaber, Cowan and 
Walch （2013） とも整合的な結果である。
　第 2 に，子どもの非認知能力を向上させた教員
は，学習方略や学級での子ども・教員間の関係性
をも向上させた傾向がある。すなわち，学習方略
と非認知能力（セルフコントロール・自己効力感）
及び学級での子ども・教員間の関係性の教員付加
価値はその間に統計的に有意な相関があり 24），
相関係数も正である。この結果は，子どもとの友

好なコミュニケーションを通じて学級での子ど
も・教員間の関係性がよくなり，結果として子ど
もたちの非認知能力や学習方略が向上したと解釈
することができるだろう。
　第 3 に，学力（国語・算数）の教員付加価値と
学習方略・非認知能力の教員付加価値の間の相関
は小さく統計的な有意性もなかった。例えば，算
数を対象とした教員付加価値とセルフコントロー
ルを対象にした教員付加価値の間の相関係数は
0.101（[2] 行 (3) 列）と小さく統計的に有意ではな
い。学力を伸ばすという意味で「良い」教員と学
習習慣や非認知能力を伸ばすという意味で「良
い」教員は必ずしも同一ではない。この結果は，
学力に対する教員付加価値と授業への出席率や停
学などの生徒の行動に対する教員付加価値の間に
は弱い相関しかないとした Jackson （2018） や
Kraft （2019） とも整合的である。
　またこの学習方略の教員付加価値の性質から
は，教員はどのようにして子どもの学力を伸ばす
かについて示唆を得ることができる。学習方略を
あげることが出来た教員とは，子どもの「学習の
やり方」をより効率的にすることが出来た教員で
ある。しかし，そのように学習を効率的にしたか
らといって，子どもの学力そのものを上昇させて
いるわけではない。ここから分かるのは，子ども
の学習のあり方を教員が変えると言うよりむし
ろ，授業の方法を工夫することなど授業時間にお
ける教育のあり方の違いが学力にたいする教員付
加価値の違いにもつながっている可能性である。

表 E.5　教員付加価値の項目間相関係数
（1） （2） （3） （4） （5）
算数 学習方略 セルフコントロール 自己効力感 子ども・教員間の関係性

[1] 国語 0.488***
（0.067）

－0.017
（0.085）

0.213
（0.136）

0.087
（0.138）

0.093
（0.077）

[2] 算数 －0.143*
（0.084）

0.101
（0.138）

0.211
（0.136）

0.237***
（0.075）

[3] 学習方略 0.345**
（0.130）

0.510***
（0.119）

0.248***
（0.082）

[4] セルフコントロール 0.254
（0.306）

0.363***
（0.129）

[5] 自己効力感 0.344**
（0.130）

注：�本表では教員付加価値の項目間の相関を示している。各々のセルは相関係数を表し，括弧の中は標準誤差を表す。各々の
行及び列は教員付加価値を求める対象とした教育成果を表す。「***」・「**」・「*」はそれぞれ 1%・5%・10% の水準で統計的
に有意であることを表す。

出所：S 県学力調査より筆者作成。
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この授業における教授方法の違いが子どもの学力
に強い影響を与えているのではないかという論点
は Bietenbeck （2014） や Hidalgo-Cabrillana and 
Lopez-Mayan （2018） といった研究が近年議論を
行っている。教員は学習のありかたを教えるので
はなく，子どもがより理解できてより授業内容を
習得できるような授業を提供することで，子ども
の学力を上昇させていると表 E.5 は解釈すること
ができる。
　まとめると，これらの結果が示唆するのは，教
員の効果は多次元的であるということである。確
かに，国語及び算数といった学力を成長させるこ
とができる教員は比較的共通である。同様に非認
知能力・学習方略を伸ばすことができる教員もま
た比較的似通っている。しかし学力を伸ばすこと
ができる教員と非認知能力・学習方略を伸ばすこ
とができる教員は必ずしも同一ではない。すなわ
ち，一概に「良い」教員というものが存在するわ
けではなく，人的資本の種類に応じて良い教員が
存在するのである。そのため，例えば，学力につ
いての教員付加価値を用いて教員を評価すること
は，非認知能力という重要な人的資本に資する能
力を評価できない可能性がある 25）。
　一方で，学習方略への教員付加価値についての
解釈には議論の余地がある。第 1 に学習方略と学
力は，教員が異なることによる子どもの能力の成
長への影響力という点で類似している。すなわち
学力と学習方略は共に，推定された教員付加価値
の標準偏差がとりうる値が広く，場合によっては
非常にその影響力が非常に小さい可能性がある

（表 3）。第 2 に，学習方略を伸ばすことができた
教員は非認知能力を伸ばすことができた教員と共
通する傾向がある。すなわち，学習方略について
の教員付加価値は学力の教員付加価値との相関は
高く有意であった（表 E.5）。更にその一方で，学
習方略についての教員付加価値と学力の教員付加
価値との間にある相関は小さかった。このように
教員付加価値のどのような性質に着目するかによ
って，学習方略は学力とも非認知能力とも近しい
性質を持っている。教員付加価値と学習方略の関
係については管見の限り本稿が初出であり，以上
の関係性についての議論には更なる慎重な検討が

必要である。

＊　本稿の執筆にあたって，「埼玉県学力・学習状況調査のデー
タを活用した効果的な指導方法に関する調査研究」として埼玉
県学力・学習状況調査データの分析研究業務委託を受けました。
埼玉県教育委員会及び戸田市教育委員会から多大な協力を得た
ことをここに感謝致します。本研究は科学研究費補助金挑戦的
研究（開拓）「科学的根拠（エビデンス）に基づく教育政策の推
進研究課題」（研究代表者 : 中室牧子，研究課題番号 :18H05314）
の支援を受けています。

  1）  Jackson, Rockoff and Staiger （2014） では “a label given to 
systematic variation in output across students assigned to 
the same teacher” と定義されている。

 2）元々，子どもは学校という場所を通して多くの時間を教員と
共に過ごすため，教員が子どもに対して強い影響力を持ちう
ることを多くの研究が指摘してきた（Hanushek 1986, 2006；
Ammermüller, Heijke and Wößman 2005；Hojo and Oshio 
2012）。

  3）教育経済学の分野で行われた初期の研究については，
Hanushek and Rivkin（2006）にまとめられている。

  4）  Jackson, Rockoff and Staiger （2014） は近年の教員の付加価
値に関する研究動向をまとめている。

 5）経験ベイズ的な推定手法が含意している仮定の妥当性を巡っ
た議論（Rothstein 2010；Kinsler 2012）もなされているが，
一方で実験的な状況を用いて教員付加価値が因果的な効果を
持つ事を示す研究が存在する（Chetty, Friedman and Rockoff 
2014a）。

  6）この論点は，教員評価などの文脈では一層重要な問題にな
る。何故ならば，ある教員の付加価値への評価として「良い
／悪い」を一概に定めることができなくなるからである。認
知能力を伸ばすことに長けた教員が，非認知能力を伸ばすこ
とに長けている保証はない。もしくは同じ認知能力であって
も国語を伸ばすことに長けた教員が算数を伸ばすことにも長
けているとは限らないためである。

 7）このうち小学校での参加者について，そののち私立中学に進
学する子ども含まれていることには注意が必要である。

 8）ただし習熟度別学級の実施などにより，一部科目において複
数の学級を担当するような状況は存在する。

  9）平成 28 年度『学校基本調査』より算出。なお本統計で言う
教員とは学校に所属する教員すべてを指し，その中には養護
教諭など学級を受け持たない教員も含まれる。そのため，こ
こで示した値は平均的な学級規模とは異なることに注意が必
要である。

10）2013 年度総務省「市町村税課税状況等の調」より，納税義
務者一人当たり課税対象所得を算出した。

11）一方で，学習指導要領などを通じて公立小学校では標準化さ
れたカリキュラムが提供されており，T 市と日本の他の地域の
教育環境には共通する要素も多い。

12）ただし，すべての子どもを対象に標準化を行った後に，前年
度に紐づく教員がいないような子どもは取り除き計算したた
め厳密に平均 0 分散 1 になっているわけではない。

13）これらの詳細については付録 A にて示した。
14）無論，あえて調査に参加をしないという教員も存在する。
15）平成 28 年度『学校教員統計調査』より。
16）k は科目を表す。
17）学級 c′は学級 c とは異なることと表しており，Kane and 

Staiger（2008）では教員 j が担当した前年度の学級を用いてい
る。
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る。具体的な計算方法は Kane and Staiger（2008）を参照せ
よ。

19）  Kane and Staiger（2008）の手法が教員固定効果の計算と大
きく異なる点として，sit の信頼度で教員付加価値を評価してい
るという点を挙げることができる。例えば 5 人しかいないク
ラスを担当する教員の固定効果と 30 人いるクラスを担当する
教員の固定効果ではその信頼度に大きく差があり，Kane and 
Staiger（2008）の手法ではその点を考慮に入れて計算をして
いると言うことができる。

20）特にデータにおいてある教員が担当した学級が 1 学級しかな
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を取り扱うが，小学校ではある教員は年度ごとに 1 つの学級
を担当するため，中には担当した学級が 1 つしかないような
教員も存在する。そのため，表 D（付録内）ではそのような教
員をデータから除いた場合の結果を報告した。

21）ただし，ここでは国語についての教員付加価値および学習方
略についての教員付加価値のみ示した。すべての被説明変数
についてのプロットは図 C.1 に示した。

22）またこれらの値が頑健であることを示すために，付録 D で
は推定の対象とする教員を変えた場合における推定値を示し
た。

23）この「教員付加価値の標準偏差」の大きさは，教員の影響力
そのものを意味しないことには注意する必要がある。ここで
議論しているのは個々の教員の教員付加価値の違いであり，
すなわち教員の違いの影響力である。

24）セルフコントロールと自己効力感の教員付加価値の間には
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